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日本和装ホールディングス株式会社
代表取締役社長 道 面 義 雄

第37期定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。
　さて、当社第37期定時株主総会を下記により開催いたしますの
で、ご通知申しあげます。
　新型コロナウイルス感染症の拡大防止のため、可能な限り株主総会
当日のご来場をお控えいただきますようお願い申しあげます。また、
感染拡大防止のため、座席の間隔を広げることからご用意できる席数
が例年より大幅に減少いたします。株主の皆様におかれましては、新
型コロナウイルスの感染拡大防止の観点から、本株主総会につきまし
ては、極力、電磁的方法（インターネット）又は書面により事前の議
決権行使をいただき、株主総会当日のご来場をお控えいただくようお
願い申しあげます。
　本株主総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容である情報（電子提
供措置事項）について電子提供措置をとっており、インターネット上の以下の各
ウェブサイトに掲載しておりますので、いずれかのウェブサイトにアクセスのう
え、ご確認くださいますようお願い申しあげます。
【当社ウェブサイト】
https://www.wasou.com/profile/ir/stockinfo.html
（上記ウェブサイトにアクセスいただき、ご確認ください。）
【株主総会資料　掲載ウェブサイト】
https://d.sokai.jp/2499/teiji/
【東京証券取引所ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）】
https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show
（上記の東証ウェブサイトにアクセスいただき、「銘柄名（会社名）」に「日本
和装ホールディングス」又は「コード」に当社証券コード「2499」を入力・検
索し、「基本情報」「縦覧書類/PR情報」を順に選択して、「縦覧書類」にある
「株主総会招集通知/株主総会資料」欄よりご確認ください。）
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１．日 時 2023年３月29日（水曜日）午前10時30分
（受付開始時刻は午前10時を予定しております。）

２．場 所 東京都中央区日本橋室町二丁目４番３号
日本橋室町野村ビル　YUITO　６階
野村コンファレンスプラザ日本橋　大ホール
（末尾の会場ご案内図をご参照ください。）

３．目 的 事 項
報 告 事 項 １. 第37期（2022年１月１日から2022年12月31日まで）

事業報告、連結計算書類並びに会計監査人及び監査役会の連
結計算書類監査結果報告の件

２. 第37期（2022年１月１日から2022年12月31日まで）
　計算書類報告の件

決 議 事 項
議　　　案 取締役４名選任の件

４．招集にあたっての決定事項等
「インターネットによる議決権行使のお手続きについて」（34頁から35
頁）をご参照ください。

　なお、議決権行使はご出席に代えて、電磁的方法（インターネット）又は書面
によって議決権を行使することができますので、お手数ながら後記の株主総会参
考書類をご検討のうえ、本招集ご通知と併せてお送りする議決権行使書用紙に議
案に対する賛否をご表示いただき、2023年３月28日（火曜日）午後６時までに
到着するようご返送いただくか、当社の指定する議決権行使サイト
（https://evote.tr.mufg.jp/）より議決権をご行使いただきますようお願い申
しあげます。

敬　具
記

以　上
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◎ 当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出く
ださいますようお願い申しあげます。

◎ 本招集ご通知に際して提供すべき書類のうち、事業報告の「新株予約権等の状
況」「業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況の概要」、連結
計算書類の「連結株主資本等変動計算書」「連結注記表」、計算書類の「株主資
本等変動計算書」及び「個別注記表」につきましては、法令及び定款第15条第2
項の定めに基づき、交付書面には記載しておりません。したがって、本招集ご通
知の提供書面は、会計監査人が会計監査報告を作成するに際して監査をした連結
計算書類及び計算書類の一部であり、また、監査役及び監査役会が監査報告を作
成するに際して監査をした事業報告、連結計算書類及び計算書類の一部でありま
す。

◎ 電子提供措置事項に修正が生じた場合は、その旨、修正前及び修正後の事項をイ
ンターネット上の当社ウェブサイト
（https://www.wasou.com/profile/ir/stockinfo.html）、株主総会資料掲載
ウェブサイト（https://d.sokai.jp/2499/teiji/）及び東京証券取引所ウェブサ
イト（東証上場会社情報サービス、
https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Sho
w）に掲載させていただきます。

◎ 議決権行使書面において、議案に賛否の表示がない場合は、賛成の意思表示をさ
れたものとして取り扱わせていただきます。

《本株主総会における新型コロナウイルス感染症への当社対応について》

　　　新型コロナウイルス感染症への対応として本株主総会において以下のとおり感
染予防措置を実施いたします。ご来場につきましては慎重にご判断をいただき、
極力、電磁的方法（インターネット）又は書面による議決権の事前行使へのご協
力をお願いいたします。

　・　感染拡大防止を目的とした開催時間の短縮化を図るため、報告事項等のご説明
を例年より短縮させていただきます。

　・　総会会場においては、検温、マスク着用及び手指等のアルコール消毒にご協力
をお願いします。

　・　咳や発熱など体調がすぐれないと見受けられる株主様については、入場をお断
りする、ご退場をお願いする等の措置を取らせていただく場合がございます。

　・　当社役員及び運営スタッフは、マスク着用で対応させていただきます。
　・　会場におけるお土産等の配布はございません。
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(2022年 1 月 1 日から
2022年12月31日まで)

（提供書面）
事　 業　 報　 告

１．企業集団の現況
⑴　当連結会計年度の事業の状況

①　事業の経過及び成果
収益認識に関する会計基準（企業会計基準第29号　2020年３月31日）

等を当連結会計年度の期首から適用しております。この結果、前連結会計年
度と収益の会計処理が異なることから、以下の経営成績に関する説明につい
ては、売上高の前期比（％）を記載せずに説明しております。

当連結会計年度におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症再拡大
等の影響を受けながらも、経済活動の制限から抜け出しつつあり、景気は緩
やかな持ち直しの動きがみられるものの、原材料価格の高騰や急激な為替相
場の変動、長期化するウクライナ情勢等、依然として先行き不透明な状況が
続いております。

このような事業環境のもと、当社グループでは、引き続きコロナウイルス
感染症拡大の抑制に必要な対策、対応を実施しながら営業活動を行ってまい
りました。

当連結会計年度におきましては、第１四半期から第２四半期にかけては、
様々な教室の取り組みを行うことで新たな顧客層の獲得に力をいれてまいり
ました。また、着付け教室の卒業生を対象に、産地や商材をしっかり打ち出
したツアー・イベントの企画等を実施したことで、受注は堅調に推移いたし
ました。当社恒例のイベントの中でも特に力を入れている全国23会場で開
催された「縁の会」と東京が会場となる「遊々会」には、約２千人がご来場
いただき、遊々会東京会場では取扱高が過去最高実績となりました。しかし
ながら、第３四半期以降においては、引き続き付加価値の高いツアー・イベ
ント等の企画の実施や、「きものブリリアンツ全国大会」が前年を上回る実
績を残したものの、物価高騰によりお客様の消費マインドが弱まり、販売促
進活動により売上の再拡大に向け取り組んでまいりましたが、営業利益は前
年同実績を下回る結果となりました。また、経常利益は、営業外収益として
計上した助成金収入が減少したことなどから、前年同実績を下回りました。

今後は当社の「教えて・伝えて・流通を促す」という従来のビジネスモデ
ルのメインブランドに加えて、サブブランドの創造にも注力してまいりま
す。サブブランドでは、オンラインを活用して、当社メインブランドよりも
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低年齢層となる20代から40代をターゲットとして市場や新規顧客を開拓
し、販売へとつなげてまいります。

以上の結果、当連結会計年度の経営成績につきましては、売上高4,770百
万円（前期は5,058百万円）、営業利益419百万円（前期比5.7％減）、経
常利益392百万円（前期比12.5％減）、親会社株主に帰属する当期純利益
236百万円（前期比12.6％減）となりました。
　なお、当社グループは、和服及び和装品の販売仲介を中心としたきもの関
連事業の単一セグメントのため、セグメント情報に関連付けた記述を省略し
ております。
②　設備投資の状況

当連結会計年度に実施しました設備投資の総額は15百万円であります。
その主なものは、名古屋局の改装による内装工事や、システム導入に伴う

ものであります。
③　資金調達の状況

当連結会計年度において、当社連結子会社であるニチクレ株式会社は、シ
ョッピングローン事業の運転資金の確保を目的に、以下の資金調達を行いま
した。

ａ. 2022年３月に、株式会社三菱UFJ銀行より、６億円のコミットメン
トライン契約を締結しております。当該契約に基づく借入実行残高
は、６億円となっております。

ｂ. 2022年３月に、株式会社商工組合中央金庫より、長期借入金として
15億円の資金調達を行いました。

ｃ. 2022年７月に、株式会社三井住友銀行より、長期借入金として10億
円の資金調達を行いました。
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区 分 第 34 期
(2019年12月期)

第 35 期
(2020年12月期)

第 36 期
(2021年12月期)

第 37 期
(当連結会計年度)

(2022年12月期)
売 上 高(千円) 5,510,785 4,550,407 5,058,797 4,770,320
経 常 利 益(千円) 568,934 156,732 448,329 392,173
親会社株主に帰属す
る 当 期 純 利 益(千円) 359,838 94,367 270,878 236,706

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 (円) 39.88 10.41 29.88 26.11
総 資 産(千円) 9,016,360 8,905,845 8,958,413 8,803,548
純 資 産(千円) 3,116,422 3,127,272 3,296,919 3,397,763
１株当たり純資産額 (円) 343.76 344.96 363.67 374.80

⑵　財産及び損益の状況

会　社　名 資本金 当社の議
決権比率 主要な事業内容

株式会社はかた匠工芸 100,000千円 100％ 織物の製造及び販売

ニチクレ株式会社 100,000 100 割賦販売斡旋業、金銭貸付業

NIHONWASOU TRADING CO.,LTD 557 100
（100） 和服縫製業

⑶　重要な子会社の状況

（注）１．議決権の所有割合の（　）内は、間接所有割合で内数であります。
　　　２．株式会社はかた匠工芸は2022年11月８日に無償減資を行い、資本金を132,562千円

から100,000千円に変更しております。
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⑷　対処すべき課題
【経営環境】
新型コロナウイルス感染症による制限が緩和され、社会経済活動の正常化に

向けた動きがみられましたが、第８波を迎えた新型コロナウイルス感染症の収
束がまだ不透明な状況です。また、円安や資源高による物価上昇などにより、
景気の先行きについては予断を許さぬ状況となっています。和装業界において
も、まだ先行きは不透明な状況が続いております。和装業界は依然として昔な
がらの商慣習（手形決済、分引き、反積み等）から完全に抜け出すことができ
ていないなか、現在の不透明な外部環境にどのように対応していくのかという
課題にも直面しています。しかし、そのような業界環境であるからこそ、当社
グループではグループ会社間のシナジー効果をより一層発揮できる状況にある
と考えております。

当社グループの強みは、製造（株式会社はかた匠工芸）や、縫製機能
（NIHONWASOU TRADING CO.,LTD）だけでなく、仕入れ機能、流通機
能（当社）、販促機能（ニチクレ株式会社）やアフターケア機能（当社きもの
リフレッシュセンター）等、グループ内で完結するいわば和装業界における
「ワンストップ・ソリューション」によるグループシナジーを築いてきたこと
にあります。これは、創業時から確固たるビジネスモデルを確立し、不変的な
軸足（ビジネスモデル）を右足にしっかりと置き、時代の変化をうまく捉えら
れる様に左足を順応させて動かしていくことを重んじてきたことが主要因であ
り、その結果として、不透明な外部環境の影響を受けながらも、比較的安定し
た成果をあげることができております。

今後はさらに幹となる日本和装事業（メインブランド）を中心として、グル
ープ会社がそれぞれの強みを活用することによって、和装業界に関わるあらゆ
るシェアの拡大に取り組んでまいります。また、メインブランドに加えて、サ
ブブランドの創造にも注力し、和装業界における売上シェアナンバーワンを目
指していきたいと考えております。

このような経営環境において、当社グループの対処すべき課題は以下のとお
りであると考えております。

①　営業現場の生産性向上
当社グループは市場規模が縮小傾向にある和装業界に属しながら、独自の

ビジネスモデルによって、業界内では比較的安定した営業利益（2017年度
498百万円、2018年度683百万円、2019年度626百万円）を計上してお
ります。新型コロナウイルス感染症の影響を受けた2020年度、2021年
度、2022年度についても営業利益は黒字を確保しております。今後とも安
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定的な収益を確保するため、組織整備と教育強化による人材育成を進めてま
いります。
②　新規受講者の獲得

毎年春と秋の年２回実施している新規受講者の募集につきましては、消費
者に対してきものへの興味を喚起し、当社の無料きもの着付け教室の扉をた
たいていただくための最も重要なプロセスのひとつであります。当社では、
市場のニーズを適切に捉え、効果的なプロモーション活動を行うことで事業
の根幹となる需要拡大を図ってまいります。
③　卒業生へのアプローチ

当社の無料きもの着付け教室を卒業した卒業生に、当社を永くご愛顧いた
だくことも、当社グループの継続的な成長にとって重要であると考えており
ます。当社グループでは、「きものを着ることを楽しむ機会」を充実させ、
感動体験や付加価値の提供に注力するなど、常に品質やサービスの向上に努
めるとともに、顧客の多様なニーズに応え、顧客満足度の向上を目指してま
いります。
④　ガバナンス体制の強化

当社グループでは、ガバナンス体制及び内部管理体制の強化が重要課題の
ひとつと認識しております。グループ全体で適切な経営管理体制の構築と、
内部管理体制の充実を図ってまいります。
⑤　新型コロナウイルス感染症等の影響

新型コロナウイルス感染症第7波の流行、第8波への突入に加え、資源価
格の高騰や歴史的な円安水準、食品や家電の値上げなどもあり、依然として
日本経済は先行き不透明な状況が続いております。

当社グループにおいてもその影響が表れ、前年に比べ厳しい一年となりま
した。上半期の業績は想定通り堅調に推移していたものの、下半期に入って
想定を下回る月が続きました。新規顧客の獲得や既存顧客へのリマーケティ
ングが計画通り実現できず、コロナ禍以降はコアな顧客の集客に偏ってしま
いました。2020年に緊急事態宣言を受けて休業を余儀なくされ、営業再開
後も一定程度の成果はあげられたものの、コロナ禍以前のようにお客様に気
軽に足を運んでいただけるという状況までは戻っていない環境下にあります
が、2023年は「創業40周年」をテーマに様々な企画を計画するなど、業績
の向上を目指してまいります。
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⑸　主要な事業内容（2022年12月31日現在）
当社グループは主として次の事業を行っております。
①　和服及び和装品の販売促進の企画並びに販売代理業
②　和服及び和装品の売買契約の仲介業務
③　着物の仕立て、縫製、クリーニング業
④　和装、縫製の教育指導
⑤　織物の製造及び販売業
⑥　割賦販売法に基づく割賦販売業及び割賦販売斡旋業務
⑦　友の会事業（前払式特定取引業）
⑧　通信販売業務
⑨　和服縫製に関する生産管理コンサルティング
⑩　和服を利用した家具等の企画デザイン及び生産管理コンサルティング

⑹　主要な事業所（2022年12月31日現在）
①　当社

本社　東京都港区
営業拠点等

仙台局（宮城県）　　　　東京城東局（東京都）
東京城南局（東京都）　　東京城北・城西局（東京都）
さいたま局（埼玉県）　　新潟局（新潟県）
千葉局（千葉県）　　　　横浜局（神奈川県）
静岡局（静岡県）　　　　浜松局（静岡県）
名古屋局（愛知県）　　　京都局（京都府）
大阪局（大阪府）　　　　阪奈局（大阪府）
神戸局（兵庫県）　　　　岡山局（岡山県）
広島局（広島県）　　　　高松局（香川県）
福岡局（福岡県）　　　　札幌拠点（北海道）
糸の匠センター（京都府）
日本和裁技術院（京都府）
きものリフレッシュセンター（京都府）
COCON GINZA（東京都）
お客様相談室（東京都）

②　子会社
株式会社はかた匠工芸　福岡県大野城市
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ニチクレ株式会社　東京都中央区
NIHONWASOU TRADING CO.,LTD　ベトナム社会主義共和国
（注）当社の連結子会社であるNIHONWASOU(CAMBODIA)CO.,LTD.

は、2023年１月25日に解散決議を行い、清算手続中であります。

区 分 使 用 人 数 前連結会計年度末比増減

き も の 関 連 142 （90）名 △4 （△1）名

全 社 （ 共 通 ） 16 （6） 1 （2）

合 計 158 （96） △3 （1）

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

107（88）名 0（2）名 47.1歳 8.8年

⑺　使用人の状況（2022年12月31日現在）
　①　企業集団の使用人の状況

　(注) 使用人数は就業人員であり、臨時雇用者数（パートタイマー、アルバイト及び契約社員を
含む。）は、（　）内に年間の平均人員（１日８時間換算）を外数で記載しております。

　②　当社の使用人の状況

　(注) 使用人数は就業人員であり、臨時雇用者数（パートタイマー、アルバイト及び契約社員を
含む。）は、（　）内に年間の平均人員（１日８時間換算）を外数で記載しております。

借 入 先 借 入 額
株 式 会 社 三 菱 U F J 銀 行 1,600百万円
株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 1,339
株 式 会 社 商 工 組 合 中 央 金 庫 1,207

⑻　主要な借入先の状況（2022年12月31日現在）

⑼　その他企業集団の現況に関する重要な事項
　該当事項はありません。
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⑴　発行可能株式総数 33,000,000株
⑵　発行済株式の総数 9,134,000株
⑶　株主数 5,823名

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

吉 田 　 重 久 4,885,300株 53.88%

日 本 和 装 加 盟 店 持 株 会 316,500 3.49

日本和装ホールディングス社員持株会 200,200 2.20

酒 井 　 　 一 149,200 1.64

篠 原 　 一 臣 100,000 1.10

道 面 　 義 雄 97,300 1.07

と な み 織 物 株 式 会 社 75,000 0.82

ブ リ リ ア ン ツ 持 株 会 62,900 0.69

日 本 和 装 講 師 持 株 会 52,400 0.57

株 式 会 社 Ｓ Ｂ Ｉ 証 券 50,547 0.55

２．株式の状況（2022年12月31日現在）

⑷　大株主（上位10名）

（注）１. 当社は、自己株式を68,400株保有しておりますが、上記大株主からは除外しており
ます。

　　　２. 持株比率は、自己株式を控除して計算しております。
　　　３. 持株比率は、小数第３位以下を切り捨てて表示しております。
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会 社 に お け る 地 位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 社 長 道 面 義 雄

営業統括本部長
株式会社はかた匠工芸 取締役
ニチクレ株式会社 代表取締役社長
日本和装沖縄株式会社 代表取締役社長
日本和装ダイレクト株式会社 代表取締役社長
株式会社メインステージ 代表取締役社長

取 締 役 鶴 野 尚 史
管理本部長
財務経理部上席部長
ニチクレ株式会社 取締役

取 締 役 （ 社 外 ） 渡 　 辺 　 　 　 弘
株式会社DFB 取締役
株式会社Master Visions 顧問
社団法人APJ 理事

取 締 役 （ 社 外 ） 松 葉 重 樹

株式会社zengo 代表取締役
合同会社VAAS 代表社員
株式会社ドローンアウト 社外取締役
株式会社九州ハニーズ 取締役
株式会社趣味なび 監査役

常勤監査役（社外） 藤 巻 隆 志 ニチクレ株式会社 監査役

監 査 役 （ 社 外 ） 二 反 田 　 友 　 次 二反田公認会計士事務所 代表

監 査 役 （ 社 外 ） 三 　 好 　 　 　 豊 森・濱田松本法律事務所 弁護士

３．会社役員の状況
⑴　取締役及び監査役の状況（2022年12月31日現在）

（注）１. 取締役渡辺弘氏、取締役松葉重樹氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員とし
て指定し、同取引所に届け出ております。

２. 取締役渡辺弘氏、取締役松葉重樹氏、常勤監査役藤巻隆志氏、監査役二反田友次氏
及び監査役三好豊氏と当社は、会社法第423条第１項の賠償責任を限定する契約を
締結しております。なお、当該契約に基づく責任の限度額は、法令が規定する額で
あります。

３. 監査役二反田友次氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相
当程度の知見を有するものであります。

４. 当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社
との間で締結し、被保険者がその職務の執行に関し責任を負うこと又は当該責任の
追及に係る請求を受けることによって生ずることのある損害を当該保険契約により
補填することとしております。当該保険契約の被保険者は取締役、監査役全員及び
子会社役員であります。また、被保険者が私的な利益供与等を違法に得たことや法
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氏 名 退 任 日 退任事
由

退 任 時 の 地 位 ・ 担 当 及 び
重 要 な 兼 職 の 状 況

吉 田 重 久 2022年３月30日 任期満了

創業者取締役
株式会社メインステージ 取締役
日本和装ダイレクト株式会社 取締役
NIHONWASOU(VIETNAM)CO.,LTD
代表取締役
NIHONWASOU(CAMBODIA)CO.,LTD.
代表取締役
NIHONWASOU TRADING CO.,LTD
代表取締役
Nihonwasou Asia Pacific Holdings 
Pte.Ltd. 代表取締役

区 分 支給人数(名) 報酬等の額(百万円)

取 締 役
（ う  ち  社  外  取  締  役 ）

5
(2)

51
(5)

監 査 役
（ う  ち  社  外  監  査  役 ）

3
(3)

13
(13)

合 計
（ う  ち  社  外  役  員 ）

8
（5)

65
(19)

令違反を認識しながら行った行為に起因する損害賠償請求等は補填の対象といたし
ません。

⑵　事業年度中に退任した取締役

⑶　取締役及び監査役の報酬等
①　当事業年度に係る報酬等の総額

（注）１．取締役の金銭報酬の額は、2006年４月23日開催の臨時株主総会において年額300
百万円以内と決議しております（使用人兼務取締役の使用人分給与は含まない）。
当該株主総会終結時点の取締役の員数は、５名であります。

　　　２．監査役の金銭報酬の額は、2003年10月16日開催の臨時株主総会において年額50百
万円と決議しております。当該株主総会終結時点の監査役の員数は、３名でありま
す。

　　　３．上表には、2022年３月30日開催の第36期定時株主総会終結の時をもって退任した
取締役１名を含んでおります。
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②　当事業年度に支払った役員退職慰労金
該当事項はありません。

③　社外役員が親会社等及び子会社等から受けた役員報酬等の総額
　該当事項はありません。
④　役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針に係る事項
　当社の取締役の報酬等の額及びその算定方法の決定に関して、役員の役割
及び職責等に相応しい水準とすることを方針としており、月例の固定報酬の
みで構成されております。取締役の個人別の報酬額については、取締役会決
議に基づき代表取締役社長道面義雄氏にその具体的内容の決定を委任するも
のとします。代表取締役社長道面義雄氏は、取締役の個人別の報酬額につい
て、取締役会にて役職ごとの責任や経営への影響度を考慮のうえ、取締役会
の決議により定められた内規に従い、株主総会で決議された報酬限度額の範
囲内で決定することとしております。監査役の報酬等に関しては、月例の固
定報酬のみで構成されており、株主総会で報酬総額の範囲を決議し、監査役
会にて常勤監査役と非常勤監査役の別、業務の分担等を勘案し、協議により
決定しております。
（取締役）
　　取締役の報酬等の額は、各取締役の役職ごとの責任や経営への影響度に

応じて支給する月例の固定報酬のみとしております。
（監査役）
　　監査役の報酬等の額は、独立性の確保の観点から、月例の固定報酬のみ

としております。

⑷　社外役員に関する事項
①　重要な兼職先と当社との関係

　取締役渡辺弘氏は株式会社DFB取締役及び株式会社Master Visions顧
問、並びに社団法人APJ理事であります。当社と各兼職先との間に特別の
関係はありません。
　取締役松葉重樹氏は株式会社zengo 代表取締役、合同会社VAAS代表社
員、株式会社ドローンアウトの社外取締役、株式会社九州ハニーズ取締
役、並びに株式会社趣味なび監査役であります。当社と各兼職先との間に
特別の関係はありません。
　常勤監査役藤巻隆志氏は、ニチクレ株式会社の監査役であります。ニチ
クレ株式会社と当社との間にはクレジット契約に基づく販売代金の精算に
関する取引関係等があります。
　監査役二反田友次氏は、二反田公認会計士事務所の代表であります。当
社と兼職先との間に特別の関係はありません。
　監査役三好豊氏は、森・濱田松本法律事務所の弁護士であります。当社
と兼職先との間に特別の関係はありません。
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区 分 氏 名 主 な 活 動 状 況 及 び 社 外 取 締 役 に
期待される役割に関して行った職務の概要

取 締 役 渡　辺　　　　弘

当事業年度開催の取締役会16回の全てに出席いた
しました。
主に放送業界における豊富な経験と幅広い見識に基
づく実践的な見地から、取締役会では当該視点から
積極的に意見を述べており、特に経営全般について
専門的な立場から監督、助言等を行うなど、意思決
定の妥当性・適正性を確保するための適切な役割を
果たしております。

取 締 役 松 葉 重 樹

当事業年度開催の取締役16回のうち15回に出席い
たしました。
主に起業や複数の企業経営に参画した経営者として
の経験と幅広い見識に基づく実践的な見地から、取
締役会では当該視点から積極的に意見を述べてお
り、特に経営全般について専門的な立場から監督、
助言等を行うなど、意思決定の妥当性・適正性を確
保するための適切な役割を果たしております。

常 勤 監 査 役 藤　巻　　隆　志

当事業年度開催の取締役会16回及び監査役会15回
の全てに出席し、監査業務における豊富な知識と経
験に基づいて、取締役会における取締役の意思決定
の妥当性・適正性を確保するための発言を行ってお
ります。また、監査役会において主に業務監査に関
する発言を行っております。

監 査 役 二反田　　友　次

当事業年度開催の取締役会16回及び監査役会15回
の全てに出席し、必要に応じ公認会計士としての専
門見地から、取締役会における取締役の意思決定の
妥当性・適正性を確保するための発言を行っており
ます。また、監査役会において主に会計監査に関す
る発言を行っております。

監 査 役 三　好　　　　豊

当事業年度開催の取締役会16回及び監査役会15回
の全てに出席し、必要に応じ弁護士としての専門的
見地から、取締役会における取締役の意思決定の妥
当性・適正性を確保するための発言を行っておりま
す。また、監査役会において主に業務監査に関する
発言を行っております。

②　当事業年度における主な活動状況

(注）上記取締役会のほか、会社法第370条及び当社定款第25条第２項に基づ
き、取締役会の決議があったものとみなす書面決議が１回ありました。
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⑴　名称 有限責任監査法人トーマツ

区 分 支 払 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 31百万円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の
財産上の利益の合計額 31

４．会計監査人の状況

⑵　報酬等の額

（注）１. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法
に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できません
ので、当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しており
ます。

２. 監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積り
の算出根拠等が適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人
の報酬等の額について同意の判断をいたしました。

⑶　非監査業務の内容
　当社は、当社の会計監査人と同一のネットワークに属しているデロイトト
ーマツ税理士法人に対して、税務コンサルティング業務に基づく報酬を支払
っております。

⑷　会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があ
ると判断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関
する議案の内容を決定いたします。
　また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると
認められる場合は、監査役会は監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解
任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集
される株主総会において、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いた
します。

⑸　責任限定契約の内容の概要
該当事項はありません。
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５．剰余金の配当等の決定に関する方針
当社は、株主尊重の立場から、株主利益を守り継続かつ安定した配当を実
施することが経営の重要な要素であると認識しており、配当に対する基本的
な考え方としております。今後も中長期的な事業展開を考慮し、経営基盤の
安定を図るための内部留保の確保にも配慮しつつ、業績動向等を総合的に勘
案して、株主様への利益還元策を検討してまいります。その他、自己株式の
取得につきましても、必要に応じて検討してまいります。
また、株主の皆さまにいち早く経営成果を還元できるよう、四半期配当制
度を導入しております。
この方針に基づき、当事業年度の配当につきましては、第１四半期は３

円、第２四半期は３円、第３四半期は３円、期末配当金は４円とさせていた
だきました。これにより、当事業年度の年間配当金は１株当たり13円となり
ました。

(注) 本事業報告中の記載金額は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示してお
ります。
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（2022年12月31日現在）
（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額
（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

営 業 未 収 入 金

割 賦 売 掛 金

棚 卸 資 産

前 払 費 用

未 収 入 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

土 地

そ の 他

無 形 固 定 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産

敷 金 及 び 保 証 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他　

8,441,862

2,809,453

157,875

4,958,211

113,262

109,926

303,956

60,359

△71,182

361,685

144,432

76,154

63,762

4,514

13,558

203,694

116,460

65,238

21,995　

流 動 負 債 3,267,213
営 業 未 払 金 31,653
短 期 借 入 金 2,384,778
未 払 金 88,523
未 払 費 用 167,956
未 払 法 人 税 等 48,955
未 払 消 費 税 等 16,100
契 約 負 債 315,605
営 業 預 り 金 18,367
割 賦 利 益 繰 延 128,500
そ の 他 66,770

固 定 負 債 2,138,571
長 期 借 入 金 2,129,314
関係会社事業損失引当金 3,098
そ の 他 6,159

負 債 合 計 5,405,784
（ 純 資 産 の 部 ）

株 主 資 本 3,386,302
資 本 金 478,198
資 本 剰 余 金 292,211
利 益 剰 余 金 2,638,521
自 己 株 式 △22,629

その他の包括利益累計額 11,461
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △3,180
為替換算調整勘定 14,642
純 資 産 合 計 3,397,763

資 産 合 計 8,803,548 負 債 純 資 産 合 計 8,803,548

連 結 貸 借 対 照 表

(注）記載金額は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。
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(2022年 1 月 1 日から
2022年12月31日まで)

（単位：千円）
科 目 金 額

売 上 高 4,770,320
売 上 原 価 395,020

売 上 総 利 益 4,375,299
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 3,955,545

営 業 利 益 419,754
営 業 外 収 益

受 取 利 息 1,072
助 成 金 収 入 10,202
そ の 他 1,476 12,751

営 業 外 費 用
支 払 利 息 25,173
支 払 手 数 料 13,103
そ の 他 2,055 40,332
経 常 利 益 392,173

特 別 損 失
関 係 会 社 事 業 損 失 引 当 金 繰 入 額 3,098 3,098

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 389,075
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 132,081
法 人 税 等 調 整 額 20,286 152,368
当 期 純 利 益 236,706
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 236,706

連 結 損 益 計 算 書

(注）記載金額は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。
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（2022年12月31日現在）
（単位：千円）

科 目 金　　額 科 目 金　　額
（資産の部） （負債の部）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

営 業 未 収 入 金

前 払 費 用

関係会社短期貸付金

未 収 入 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

工具、器具及び備品

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ エ ア

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

敷 金 及 び 保 証 金

関係会社長期貸付金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金　

2,873,311

2,576,474

173,992

78,868

1,999

25,231

22,531

△5,787

454,404

77,318

74,617

2,701

4,963

4,963

372,122

450

212,311

115,976

27,491

25,599

10,627

△20,333　

流 動 負 債 544,057
営 業 未 払 金 22,264
短 期 借 入 金 35,100
未 払 金 79,581
未 払 費 用 143,691
未 払 法 人 税 等 21,196
未 払 消 費 税 等 13,607
契 約 負 債 186,694
営 業 預 り 金 27,985
そ の 他 13,937

固 定 負 債 78,160
長 期 借 入 金 59,500
関係会社事業損失引当金 12,660
そ の 他 6,000

負 債 合 計 622,217
（純資産の部）

株 主 資 本 2,708,679
資 本 金 478,198
資 本 剰 余 金 373,060
資 本 準 備 金 354,973
その他資本剰余金 18,087

利 益 剰 余 金 1,880,049
利 益 準 備 金 3,114
その他利益剰余金 1,876,935
繰 越 利 益 剰 余 金 1,876,935

自 己 株 式 △22,629
評 価 ・ 換 算 差 額 等 △3,180
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △3,180

純 資 産 合 計 2,705,498
資 産 合 計 3,327,715 負 債 純 資 産 合 計 3,327,715

貸　借　対　照　表

(注）記載金額は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。
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(2022年 1 月 1 日から
2022年12月31日まで)

（単位：千円）
科 目 金 額

売 上 高 4,285,414
売 上 原 価 313,843
売 上 総 利 益 3,971,570

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 3,717,022
営 業 利 益 254,548

営 業 外 収 益

受 取 利 息 769

業 務 受 託 手 数 料 1,446

助 成 金 収 入 1,293

未 払 配 当 金 除 斥 益 550

そ の 他 1,159 5,219

営 業 外 費 用

支 払 利 息 1,565

支 払 手 数 料 1,923

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 4,037

為 替 差 損 1,441

そ の 他 293 9,262

経 常 利 益 250,505
特 別 損 失

関 係 会 社 株 式 評 価 損 31,050

関 係 会 社 事 業 損 失 引 当 金 繰 入 額 12,660 43,710

税 引 前 当 期 純 利 益 206,795
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 81,196

法 人 税 等 調 整 額 24,606 105,803

当 期 純 利 益 100,991

損　益　計　算　書

(注）記載金額は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。
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独立監査人の監査報告書

指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 只 隈 洋 一
指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 照 屋 洋 平

2023年２月17日
日本和装ホールディングス株式会社

取締役会　御中
有限責任監査法人　トーマツ
　 　 福  岡  事  務  所

　

監査意見
当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、日本和装ホールデ

ィングス株式会社の2022年１月１日から2022年12月31日までの連結会計
年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株
主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と
認められる企業会計の基準に準拠して、日本和装ホールディングス株式会社
及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び
損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠
して監査を行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の
監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における
職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、
監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明
の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任

は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査
役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取
締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容
は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明する
ものではない。

連結計算書類に係る会計監査報告
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　連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通
読し、通読の過程において、その他の記載内容と連結計算書類又は当監査法
人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討するこ
と、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆
候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りが
あると判断した場合には、その事実を報告することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基

準に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不
正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示する
ために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連
結計算書類を作成することが適切であるかどうかを評価し、我が国において
一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事
項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における
取締役の職務の執行を監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計

算書類に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的
な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対する
意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能
性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響
を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従っ
て、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心
を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。ま
た、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監
査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎
となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明す
るためのものではないが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況
に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を
検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者
によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当
性を評価する。
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・　経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切で
あるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重
要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認
められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性
が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注
意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事
項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明す
ることが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手し
た監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企
業として存続できなくなる可能性がある。

・　連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と
認められる企業会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注
記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類
が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・　連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の
財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を入手する。監査人は、連結
計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査
人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時
期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発
見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国におけ
る職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与
えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセ
ーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計

士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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独立監査人の監査報告書

指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 只 隈 洋 一
指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 照 屋 洋 平

2023年２月17日
日本和装ホールディングス株式会社

取締役会　御中
有限責任監査法人　トーマツ
　 　 福  岡  事  務  所

　
監査意見

当監査法人は、会社法第436条第2項第1号の規定に基づき、日本和装ホ
ールディングス株式会社の2022年1月1日から2022年12月31日までの第
37期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本
等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」と
いう。）について監査を行った。

当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認
められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び
損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に
準拠して監査を行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書
類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が
国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、
監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見
表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任

は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査
役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取
締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は
含まれておらず、当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するも
のではない。

計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読
し、通読の過程において、その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が
監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、ま
た、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があ
るかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りが
あると判断した場合には、その事実を報告することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類に係る会計監査報告
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計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基

準に準拠して計算書類等を作成し適正に表示することにある。これには、不正
又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示するため
に経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算
書類等を作成することが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般
に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を
開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における
取締役の職務の執行を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書

類等に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な
保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を
表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があ
り、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与える
と合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従っ
て、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心
を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。ま
た、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監
査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎
となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明する
ためのものではないが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に
応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検
討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者
によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当
性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であ
るかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要
な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め
られるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が
認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を
喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適
切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが
求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証
拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として
存続できなくなる可能性がある。

・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と
認められる企業会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する
注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等
が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価す
る。
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監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施
時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要
な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を
行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国におけ
る職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与
えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセ
ーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定によ

り記載すべき利害関係はない。

以　上

－ 27 －



監　査　報　告　書

　当監査役会は、2022年1月1日から2022年12月31日までの第37期事
業年度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基
づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
（1）監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査

の実施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監
査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明
を求めました。

（2）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の
方針、職務の分担等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等
と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるととも
に、以下の方法で監査を実施しました。
①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその
職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重
要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び
財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社
の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応
じて子会社から事業の報告を受けました。

②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適
合することを確保するための体制その他株式会社及びその子会社か
ら成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会
社法施行規則第100条第1項及び第3項に定める体制の整備に関す
る取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制
（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築
及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を
求め、意見を表明いたしました。

③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施してい
るかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行
状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、
会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するため
の体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関
する品質管理基準」（2005年10月28日企業会計審議会）等に従っ
て整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

監査役会の監査報告
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常勤監査役（社外監査役） 藤　巻　隆　志 ㊞
監 査 役 （ 社 外 監 査 役 ） 二反田　友　次 ㊞
監 査 役 （ 社 外 監 査 役 ） 三 好 　 豊 ㊞

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細
書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個
別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、
連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について
検討いたしました。

２．監査の結果
（1）事業報告等の監査結果

①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状
況を正しく示しているものと認めます。

②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に
違反する重大な事実は認められません。

③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認
めます。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載
内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認
められません。

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当
であると認めます。

（3）連結計算書類の監査結果
会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当
であると認めます。

2023年２月21日
日本和装ホールディングス株式会社　監査役会

　
以　上
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候
補
者
番
号

ふ 　  り 　  が 　  な
氏　　　　　名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、当社における地位及び担当
並びに重要な兼職の状況

所有する当社の
株 式 数

１
どう
道

 

　
めん
面

 

　
よし
義

 

　
お
雄

( 1 9 8 6 年 9 月 1 1 日 生 )

    2008年    7 月 当社 広島局 入社
    2016年    1 月 当社 第五営業部 部長
    2016年    3 月 当社 取締役
    2017年    3 月 当社 取締役営業統括本部長
    2018年    8 月 当社 取締役副社長管理本部長
    2018年    10月 当社 代表取締役社長（現任）
    2019年    1 月 ニチクレ株式会社

代表取締役社長（現任）
    2019年    3 月 株式会社はかた匠工芸

代表取締役社長
    2019年    6 月 当社 営業統括本部長（現任）
    2020年    3 月 日本和装沖縄株式会社

代表取締役社長（現任）
日本和装ダイレクト株式会社
取締役

    2021年    3 月 株式会社はかた匠工芸
取締役（現任）

    2021年    12月 日本和装ダイレクト株式会社
代表取締役社長（現任）
株式会社メインステージ
代表取締役社長（現任）

97,300株

(取締役候補者とした理由)
道面義雄氏を取締役候補者とした理由は、当社代表取締役として当
社を統括し、経営の中枢として発揮している強いリーダーシップ
を、引き続き当社の経営全般の意思決定に有効的にいかしていただ
くためであります。

株主総会参考書類

議案　取締役４名選任の件
　取締役４名全員が本総会終結の時をもって任期満了となります。
　つきましては、取締役４名の選任をお願いするものであります。
　取締役候補者は、次のとおりであります。
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候
補
者
番
号

ふ 　  り 　  が 　  な
氏　　　　　名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、当社における地位及び担当
並びに重要な兼職の状況

所有する当社の
株 式 数

２
つる
鶴

 

　
の
野

 

　
なお
尚

 

　
ふみ
史

（1971年１月19日生）

    1996年    10月 ダンザス株式会社 入社
    2002年    7 月 株式会社秀和システム 入社
    2005年    2 月 株式会社ワコム 入社
    2007年    8 月 三洋貿易株式会社 入社
    2017年    4 月 ゆこゆこホールディングス株式会社 

入社
    2019年    3 月 当社 入社

財務経理部上席部長（現任）
    2021年    3 月 当社 取締役管理本部長（現任）

ニチクレ株式会社 取締役（現任）

－株

(取締役候補者とした理由)
鶴野尚史氏を取締役候補者とした理由は、経理・財務等の業務にお
いて豊富な実績と経験、知見を有し、これまでも当社管理本部長と
して職責を果たしてきており、当社取締役にふさわしい経験と能力
を有していると判断したためであります。

３
わた
渡

 

　
なべ
辺

 

　
 

　
ひろし
弘

（1952年７月11日生）

    1976年    4 月 日本テレビ放送網株式会社
(現 日本テレビホールディングス株式会社)入
社

    2006年    1 月 同社 制作局長
    2008年    6 月 同社 執行役員制作局長
    2009年    6 月 同社 取締役執行役員
    2012年    6 月 同社 取締役常務執行役員
    2012年    10月 同社 常務取締役
    2013年    6 月 同社 専務取締役
    2016年    7 月 株式会社日テレアックスオン

代表取締役会長
    2018年    6 月 同社 顧問
    2019年    3 月 当社 社外取締役（現任）
    2019年    3 月 株式会社DFB 取締役（現任）
    2019年    3 月 社団法人APJ 理事（現任）
    2019年    5 月 株式会社Master Visions

顧問（現任）

－株

(社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要)
渡辺弘氏を社外取締役候補者とした理由は、同氏は放送業界におけ
る豊富な経験と幅広い見識を有しており、引き続き当該経験及び見
識を活かして特に経営全般について専門的な観点から取締役の職務
執行に対する監督、助言等をいただくこと、及び、意思決定の妥当
性・適正性を確保するための適切な役割を果たすことを期待したた
めであります。
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候
補
者
番
号

ふ 　  り 　  が 　  な
氏　　　　　名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、当社における地位及び担当
並びに重要な兼職の状況

所有する当社の
株 式 数

４
まつ
松

 

　
ば
葉

 

　
しげ
重

 

　
き
樹

（1974年8月24日生）

    1998年    4 月 日本NCR株式会社 入社
    2000年    9 月 株式会社サイバーエージェント 入社
    2003年    1 月 同社 メディア部門事業統括
    2005年    1 月 株式会社CAI 入社
    2007年    5 月 株式会社ブレイナー 入社 執行役員
    2009年    4 月 楽天株式会社 (現 楽天グループ株式

会社)入社
    2014年    1 月 株式会社Kauli 取締役
    2015年    7 月 株式会社fluct 取締役
    2018年    10月 株式会社zengo 創業

代表取締役（現任）
    2019年    6 月 株式会社スクールパートナーズ 顧問
    2020年    1 月 合同会社VAAS創業

代表社員（現任）
    2021年    2 月 株式会社ドローンアウト

取締役（現任）
    2021年    3 月 当社 社外取締役（現任）
    2022年    1 月 株式会社九州ハニーズ 取締役（現任）
    2022年    5 月 株式会社趣味なび 監査役（現任）

－株

(社外取締役候補者とした理由)
松葉重樹氏を社外取締役候補者とした理由は、同氏は起業や複数の
企業経営に参画した経営者としての経験と幅広い見識を有してお
り、引き続き当該経験及び知見を活かして特に経営全般について専
門的な観点から取締役の職務執行に対する監督、助言等をいただく
こと、及び、意思決定の妥当性・適正性を確保するための適切な役
割を果たすことを期待したためであります。

（注）１. 各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
２. 渡辺弘氏及び松葉重樹氏は社外取締役候補者であります。なお渡辺弘氏及び松葉重樹

氏は、現在当社の社外取締役でありますが、社外取締役としての在任期間は、渡辺弘
氏が本総会終結の時をもって４年、松葉重樹氏が本総会終結の時をもって２年となり
ます。

３. 当社は、渡辺弘氏及び松葉重樹氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届
け出ております。両氏が再任された場合は、当社は引き続き両氏を独立役員とする予
定であります。

４. 当社は、会社法第427条第１項の規定に基づき、会社法第423条第１項の損害賠償責
任を限定する契約を締結することができる旨を定款第29条に規定しており、渡辺弘
氏及び松葉重樹氏との間で責任限定契約を締結しております。両氏が再任された場合
は、当該契約を継続する予定であります。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額
は、社外取締役が、その職務を行うにつき善意で重大な過失がないときは、会社法第

－ 32 －



425条第１項に定める最低責任限度額としております。
５. 当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社と

の間で締結し、被保険者がその職務の執行に関し責任を負うこと又は当該責任の追及
に係る請求を受けることによって生ずることのある損害を当該保険契約により補填す
ることとしております。各候補者は、当該保険契約の被保険者に含められることにな
ります。

以上
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＜インターネットによる議決権行使のお手続きについて＞

　インターネットにより議決権を行使される場合は、下記事項をご確認のうえ、
行使していただきますようお願い申しあげます。
　当日ご出席の場合は、電磁的方法（インターネット）または郵送（議決権行使
書）による議決権行使のお手続きはいずれも不要です。

記
１．議決権行使サイトについて

（１）インターネットによる議決権行使は、パソコンまたはスマートフォンか
ら当社の指定する議決権行使サイト（ https://evote.tr.mufg.jp/ ）に
アクセスしていただくことによってのみ実施可能です。

　　　（ただし、毎日午前２時から午前５時までは取り扱いを休止します。）
（２）インターネット接続にファイアーウォール等を使用されている場合、ア

ンチウイルスソフトを設定されている場合、TLS暗号化通信を指定され
ていない場合等、proxyサーバーをご利用の場合等、株主様のインター
ネット利用環境によっては、ご利用できない場合もございます。

（３）インターネットによる議決権行使は、2023年3月28日（火曜日）の午
後６時まで受け付けいたしますが、お早めに行使していただき、ご不明
な点等がございましたらヘルプデスクへお問い合わせください。

２．インターネットによる議決権行使方法について
　（１）パソコンによる方法

・議決権行使サイト（ https://evote.tr.mufg.jp/ ）において、議決権行
使書用紙に記載された「ログインID」および「仮パスワード」をご利用
いただき、画面の案内に従って賛否をご入力ください。

・株主様以外の第三者による不正アクセス（“なりすまし”）や議決権行使
内容の改ざんを防止するため、ご利用の株主様には、議決権行使サイト
上で「仮パスワード」の変更をお願いすることになりますのでご了承く
ださい。

・株主総会の招集の都度、新しい「ログインID」および「仮パスワード」
をご通知いたします。

　（２）スマートフォンによる方法
　　　・議決権行使書用紙に記載の「ログイン用QRコード」をスマートフォン

により読み取ることで、議決権行使サイトに自動的に接続し、議決権行
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システム等に関するお問い合わせ
三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部（ヘルプデスク）

電話　0120-173-027（受付時間　9:00～21:00　通話料無料）

使を行うことが可能です。
　　　　（「ログインID」および「仮パスワード」の入力は不要です。）
　　　・セキュリティの観点からQRコードを用いた議決権行使は1回に限り可能

です。
　　　　2回目以降は、QRコードを読み取っても「ログインID」「仮パスワー

ド」の入力が必要になります。
・スマートフォンの機種によりQRコードでのログインができない場合が

あります。QRコードでのログインができない場合には、上記２．
（１）パソコンによる方法にて議決権行使を行ってください。

　　　※QRコードは(株)デンソーウェーブの登録商標です。
３．複数回にわたり行使された場合の議決権の取り扱い

（１）郵送とインターネットにより重複して議決権を行使された場合は、イン
ターネットによる議決権行使の内容を有効として取り扱わせていただき
ますのでご了承ください。

（２）インターネットにより複数回にわたり議決権を行使された場合は、最後
に行使された内容を有効とさせていただきます。

４．議決権行使サイトへのアクセスに際して発生する費用について
議決権行使サイトへのアクセスに際して発生する費用（インターネット接続
料金等）は、株主様のご負担となります。

以　上
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交通のご案内

　 新型コロナウイルス感染症の拡大防止のため、株主総会当日のご
来場を見合わせていただき、議決権につきましては電磁的方法（イ
ンターネット）又は書面により事前にご行使いただきますよう強く
お願い申しあげます。


